
は点検要領案の作成やこれまでの技術指導の実績を

踏まえて国総研が原案を構築した。さらに、 平

成 年からは、現地実習をした橋の診断の所見を記

述する試験を導入した。特に、所見の立て方につい

ては、点検要領案の作成やこれまでの技術指導の実

績を踏まえて論理的に説明する方法を試行錯誤して

整理することで、定期点検の質の向上に資するだけ

でなく、筆記試験の客観的な採点も可能となった。

図 橋梁初級Ⅰ研修カリキュラム

これらの研修に関わる知見やノウハウについては、

技術者の自学自習や、大学や高専等での授業や他の

民間研修の参考のため、 令和 年 月に国総研

資料第 号でテキスト その として公表した。

３．研修の評価と効果

本研修では、全国の道路管理者延べ約 人が受

講、約 人が所定の成績を収め、同内容で国総研

が監修し民間で実施する「道路橋メンテナンス技術

講習」では延べ約 人が受講、約 人が所定の成

績を収めている。こうした実績から、本研修は

平成 年の定期点検要領 技術的助言 の改定

で、定期点検を行う者に少なくとも求められる知識

と技能の例として示された。

また、道路橋の診断に関する国土交通省登録資格

においても、令和 年度の申請から本研修が参考とし

て追加された。本研修の他にも多数ある橋の定期点

検に関する民間資格の質の向上への貢献が期待され

る。令和 年からは図 のとおり、資格者が定期点検

を行うことを義務化することとしており、本研修の

試験で所定の成績を収めた者も資格者として認定す

ることとされた。このように、本研修の内容と実績

が評価され、実質的に診断者に求める技術力の最低

要件や研修の水準の標準の役割を果たしつつある。

図 第 回道路技術小委員会 資料

４．おわりに

本研修の企画、実施の実績から、国総研として、

以下の貢献ができた。

・国総研の研究や技術指導の実績やノウハウが、各

整備局等と連携し構築した研修体制により、地方

自治体の技術者に効果的に還元された。

・本研修に関する情報の一連を体系的に揃え、国総

研資料としたことで、他の研修での活用や、民間

資格の認定での指標として役割を果たせた。

・以て、実質的に技術者の要件、資格の最低要件や

標準となりつつあることで、国総研が担う官民の

現場技術力向上という役割を果たした。

なお、本研修内容については、ブルーム・タキソ

ノミー法による分析が宮原・堤らによって行われて

いる 。本研修は、講義に加え、机上実習、現地実

習、実技試験で構成され、技術力が幅広く習得可能

であると評価された。一方、診断における仮説の絞

り込みやその妥当性を自ら評価するという検討の

プロセスの学習過程には改善の余地があることも

指摘されている。

道路橋メンテナンス技術については、点検・診断

だけでなく、補修・補強についても 平成 年

から「橋梁初級Ⅱ研修」として実施している。引き

続き、各地方整備局等と連携しながら、研修体制や

内容の充実を図っていきたい。

☞詳細情報はこちら

国総研資料 、

土木学会論文集

カリキュラム項目 講師
定期点検に関する法令及び技術基準の体系 国総研
状態の把握と健全性の診断 国総研
橋の構造の基本 整備局
鋼部材の損傷と健全性の診断 整備局
コンクリート部材の損傷と健全性の診断 整備局
下部構造及び溝橋の損傷と健全性の診断 整備局
支承・附属物等の損傷の種類と健全性の診断 整備局
現地実習（近接目視の演習） 整備局
附属物の定期点検要領概論 整備局
土工構造物の構造の基本 整備局
シェッド、大型カルバート等の定期点検要領概論 整備局
講義内容の理解状況を確認する問題 整備局

学科 講義内容から出題する知識問題(選択式) 整備局
実技 現地実習橋梁の所見を解答(記述式) 整備局

今日的課題と最新の損傷例 整備局

法令・要領

区分

診断のための
知識・技能

現地実習
 附属物

 土工

理解度確認テスト
達成度

確認試験
 一般
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港湾計画における効率的・効果的

な貨物量予測のための予測手法及

び需要変化の分析
研究期間：令和３年度～

港湾研究部 港湾システム研究室

赤倉 康寛 長津 義幸 中川 元気

（キーワード） マクロ予測、ミクロ予測、公共貨物、コンテナ貨物、港湾管理者

１．港湾計画における貨物量予測

港湾計画とは、 ～ 年の将来を目標として、各

港湾において、開発、利用及び保全を行う上での指

針となるもので、港湾法において、重要港湾以上の

港湾管理者に策定が義務付けられている。

港湾計画においては、港湾の能力として、目標年

次における港湾の取扱貨物量を定めることとなって

いる。すなわち、貨物量予測は、必要となる港湾施

設の規模及び配置の根拠となる数値であり、計画内

容を規定する根幹となる重要事項である。

一方で、港湾計画の改訂は、目標年次に沿えば、

～ 年に一度であり、実際には、さらに間隔が長

期化している傾向があり、単独の港湾管理者におい

て、貨物量予測のノウハウの蓄積は難しい。また、

作業を担うコンサルタントでは、作業量が膨大で、

技術者判断による手戻りが多いことから、何らかの

省力化が必要との強い意見も聞かれる。

２．既存の予測手法の整理・分析

既往の参考文献は古く、必ずしも現在の作業実態

と合っていないことを踏まえ、港湾計画に関わるコ

ンサルタント、港湾管理者及び国の担当者が、共通

の知見をベースとした議論を可能とするため、既存

の予測手法を整理し、留意点をとりまとめた。

一般的な予測スキームは、取扱施設の公共・専用

の別、輸移出入別、荷姿（コンテナ、一般貨物）別、

品目別の予測を行っている（図 ）。品目別貨物量

が基本となっているのは、経済社会の変化や業界・

企業の動向により、比較的高い精度で現況再現が可

能であることに起因していると考えられるが、作業

専用

輸出

公共

コンテナ

輸入 移出 移入

一般

麦
鉄
鋼

取
合
せ
品

・・・・・・ ・・・・・・

図 一般的な予測のスキーム

量は膨大になる。そのため、シェアの大きい太宗品

目は精緻に、他は簡易な予測となっている。

具体の予測手法は、経済社会指標との相関分析や

実績値のトレンド分析であるマクロ予測と、企業ア

ンケート・ヒアリングのミクロ予測に大別される。

経済社会指標との相関分析では、予測値のない指標

を用いる場合、その将来値を合理的に設定する必要

がある。また、実績値のトレンド分析では、将来的

に伸びが弱まることが想定される場合には、対数回

帰曲線も使用可能である。さらに、外貿コンテナ貨

物や内貿ユニットロード貨物の予測では、新規航路

の場合に、航路成立の可否を確認する必要がある。

通常の予測の他に、国際戦略・拠点港湾において

は、背後圏の拡大等の戦略的な集荷を計上している

場合がある。国の政策による機能分担を推進する上

で、他の港湾計画との一時的な貨物の重複計上は発

生せざるを得ないため、実際の事業採択にあたって

精査が必要である。

２．マクロ予測手法の比較分析

マクロ予測において、予測手法の選択や設定が予
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うち、中国が最大輸出相手国

■ 輸入

図 との相関関係による長期予測の精度

測精度に大きな影響を与えることから、国全体のコ

ンテナ貨物量を例として、過去の実績を用いて、最

新の実績値の予測を行い、留意点をとりまとめた。

例として、 を指標として、 年～ 年の実

績により、 年の予測を行い、実績値との比較を

行った結果が、図 である。輸入においては、

年値を良く再現していたが、輸出では、過半数が

年値の約 倍以上となっていた。需要側として、輸入

では日本、輸出では相手国の を用いているが、輸

出での約 倍以上の予測は、いずれも中国が最大貿易

相手国であった。中国では、 年代から、部品の

内製化や国内市場の拡大が進展し、 の伸びに対し

て、貿易量が伸びなくなってきたが、このような相

手国の経済動向等の変化に留意する必要がある。

また、工業関係の品目は、 との相関関係が良い

傾向があることや、トレンド分析では、世界不況の

ような不連続点がある場合には、その落差を考慮す

ることで、精度が改善できることも明らかにした。

３．新型コロナウイルス及び脱炭素化の影響分析

新型コロナウイルスの感染拡大や脱炭素化の推進

は、我が国の経済社会構造に、そして、港湾取扱貨

物量に大きな影響を与えることが想定されるため、

港湾計画における参考資料となるように、その影響

の簡易な試算を行った。具体的には、鉱工業指数の

輸出出荷・輸入供給のトレンドが、 年以前に比

べて一定以上変化した産業の品目や、エネルギーや

消費財などで影響が想定される品目について、最新

の産業・貨物量動向や政府計画などを基に、 年

の見通しを、幅を持って算定した。
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図 半導体製造装置輸出の将来予測

図 に半導体製造装置の例を示すが、 年の輸

出量は、新型コロナウイルス感染拡大によるリモー

トワークの進展等により明らかにトレンドを上回っ

ており、今後の 、 の進展等に起因する半導体市

場の伸びに合わせて、製造装置も輸出が伸びていく

と予測した。その他、政府が輸出拡大を進める農林

水産物・食品輸出や、脱炭素化による木質バイオマ

ス燃料の輸入、 等に使用される蓄電池の輸出入、

段ボール原紙の輸出で 年以前のトレンドに対す

る上振れが想定された一方、一般炭、原油、液化天

然ガス及びパルプ・紙類の輸入、映像機器及び古紙

の輸出は貨物量が下振れしていくことと想定した。

４．今後の方向性

年後半以降において、欧米を中心とした輸送

需要の拡大と、コンテナや船舶、労働者の不足、コ

ンテナターミナルの能力不足などによる世界的なコ

ンテナ輸送の大幅な停滞に伴い、商品や部品が届か

ない、いわゆるサプライチェーン・クライシスが発

生した。このような不安定な状況下において、より

精度の高い将来の見通しについて、国総研としての

算定を進めると共に、各港の港湾計画においても活

用可能なように、研究成果の発表を続けていく。

☞詳細情報はこちら

国総研資料

国総研資料

国総研資料
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1) 国総研資料　No.1178
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1178.htm

2) 国総研資料　No.1224
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1224.htm

3) 国総研資料　No.1225
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1225.htm
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